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ハンドル型電動車いすを使用している米国人障害者への

乗車拒否に関する公開質問及び抗議について

私たちDPI（障害者インターナショナル）日本会議は、国連が認めた国際的な障害者団体の日本支部として1986年に設立（現在・加盟団体72団体）以降、障害者も障害のない人々と同様に公共交通機関の利用をはじめとする社会のあらゆる場面に参加できる社会づくりを目指して活動を進めています。

そして、そうした社会を実現するために、国内の多くの障害者の共通課題として、国連が定めた「障害者権利条約」の批准と国内履行及び障害者に対する差別をなくすための法制度の制定に取り組んでいます。
特に、公共交通機関のバリアフリーは、私たちの重要な活動のひとつとして、発足以来、私たち障害者自身が街に出て鉄道やバスを利用することで、その促進に努めてきました。そうした私たち障害者や関係者の声との行動等は、建築物や公共交通等のバリアフリー化の社会的な定着化につながり、その成果として、2000年に「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」（以下、交通バリアフリー法）が成立しました。そして、「交通バリアフリー法」は、2006年に、バリアフリー化の質と量を拡充した「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（以下、バリアフリー新法）として成立し、現在、新たに「交通基本法」の制定準備が始まっています。

しかし、こうした社会情勢の推移と2004年12月に大阪法務局から示された「ハンドル型電動車いす利用拒否は差別」と認定した改善勧告の趣旨と同上バリアフリー新法の目的を理解せず改善しようともせず、障害者及び高齢者の移動権を無視し続ける貴社の姿勢は、極めて、不遜不当

横暴であり、国際的な鉄道事業者の｢接遇サービス｣の常識からも逸脱していると言わざるを得ない。特に今年12月9日に起きた貴社によるハンドル形電動車いすを使用せざるを得ない米国人女性障害者に対しての東京駅における新幹線「乗車拒否」は、改めて貴社の障害を持つ乗客に対する人権侵害の姿勢を国内外に示したものであり、楽しみにされていた世界でも有名な京都への観光旅行の機会を奪ってしまったという、決して許すことのできない恥ずかしい行為です。

今回の貴社の対応は、人々が生活上で必要不可欠とする移動手段を提供する公共交通事業者として、その使命と責任を放棄するとともに、障害を持つ乗客の移動権を侵害したものであると言えます。

こうした事態を受けて、下記のとおり質問と抗議を行うので、貴社としての対応、考え方を、その根拠と理由も含めて文書により、速やかに回答される様求めます。

なお、本文書及び貴社からの回答や対応については、当会議のホームページ・機関誌への掲載やメーリングリスト・ブログ等を活用して、今回の被害者である米国人女性障害当事者も含めて、関係者へ周知・報告することを申し添えておきます。誠実な対応を求めます。

記

＜質問＞

1． 2月9日に「ハンドル型電動車いすを使用せざるを得ない米国人女性障害者の新幹線乗車を拒否した」具体的な対応及びその理由と根拠について

２．12月9日にハンドル型電動車いすを使用せざるを得ない米国人女性障害者が提案した以下の項目に関する対応理由とその根拠について

（１）外国人女性障害者が使用していたハンドル型電動車いすよりも、サイズが大きい貴社の車いすなら乗車可としたことについて

（２）ハンドル形電動車いすを荷物扱いにした上で、重量制限をクリアするためにハンドル型電動車いすを分割搬送を求めたとしても、なお乗車を認めなかったことについて

2． 貴社の以下の項目に対する考え方とこれまでの具体的な対応及びその理由と根拠について

（1） ソフト及びハード面におけるバリアフリーの促進について

（２）障害者、高齢者等の利用について

＜抗議＞

乗車拒否をした米国人女性障害者に謝罪するとともに、当該障害当事者が要求している３点に対して誠意をもって応えること。

今後、障害者を含め、すべての乗客に対して、多数（本人の訴えでは12名）で取り囲むなど、障害を持つ乗客に威圧感を与える様な極めて不接遇な対応は、あってはならないことであり、今後二度と起こさないこと。

貴社が、新幹線や特急でのハンドル型電動車いす使用乗客を一律に拒否しているのは、交通バリアフリー法及びバリアフリー新法の趣旨と目的に反していると言える。これ以上、障害者及び高齢者等の移動制約者乗客の｢社会参加｣機会を奪い続けない様に、厳しく反省し、早急に障害

者及び高齢者等の移動制約者乗客に対する差別的な取り扱いを止め、利用を認めるよう改善を図ること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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